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第８章 今後の地方消費者行政の充実・強化の進め方について 

 

○ 上記第２章～第７章までで述べた地方消費者行政の充実・強化策の実施に

当たっては、以下のとおり、可能な限り速やかに対応すべきである。 

 

○ 特段の法改正や予算対応を要しない措置、例えば、望ましい広域連携の在

り方や、消費生活相談員の処遇・研修等に係る具体的な指針の策定等につい

ては、平成２３年度以降直ちに対応に着手することが望ましい。 

 

○ また、よろず相談窓口を含め、消費生活相談を受け付ける窓口については、

平成２４年度中には、全市町村で設置することができるよう国としても支援

を行っていく必要がある。 

 

○ もっとも、各市町村における消費者行政の十分な定着を図る上では、窓口

での相談対応の充実や出前講座等による啓発活動等を通じて住民の間での

支持・理解を深めるとともに、福祉等他の行政分野との連携体制の強化等を

図る必要がある。そのためには、集中育成・強化期間終了後さらに数年の期

間を要すると考えられる。したがって、地域における消費者行政の定着に向

けて、平成２５年度以降も国として、様々な施策を組み合わせて対応する必

要がある。 

 

○ その他法執行の強化等に係る法令改正等が必要な事項やPIO-NETの入力事

務に係る国の財政負担の検討については、平成２３年度以降、速やかに作業

に着手し、遅くとも平成２４年度には、実施されることが望ましい。 
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